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公益財団法人 東京市町村自治調査会 
 

1986（昭和61）年10月に、市町村の自治の振興を図ることを目的に東京都全市

町村の総意により設立された行政シンクタンクです。 

多摩・島しょ地域の広域的課題や共通課題に関する調査研究・普及啓発のほ

か、市町村共同事業、広域的市民活動への支援等を行っています。 
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